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新潟県感染症発生動向調査事業実施要綱の一部改正について（通知） 

 

 

感染症対策の推進について、日頃格別の御協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

 この度、本要綱を別紙のとおり一部改正しましたのでお知らせします。 

 なお、郡市医師会におかれましては、貴会員に周知してくださるようお願いします。 

  

記 

 

１ 概要 

（１）  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の一部を改正

する省令が令和７年４月７日に施行され、急性呼吸器感染症を５類感染症に追加す

るとともに、定点把握の対象としたことに伴う所要の改正を行うもの。 

（２） 病原体サーベイランスの変更及び検体の採取・運搬・管理方法等の一部修正に伴

う所要の改正を行うもの。 

 

２ 適用期日 

   令和７年４月７日 
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新潟県感染症発生動向調査事業実施要綱 

 

第１ 目的 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成 10 年法律第 114

号。以下「法」という。）第３章に基づく感染症発生動向調査事業実施要綱（平成 11年３

月 19日付け健医発第 458 号厚生省保健医療局長通知）（以下、「国要綱」という。）に準じ

て、新潟県における感染症の発生動向の把握と分析及びその結果の県民や医療関係者へ

の迅速な提供、公開等を実施するため、本要綱を定める。 

 

第２ 対象感染症 

本事業の対象とする感染症は次のとおりとする。 

 １ 国要綱において対象とする感染症 

 ２ 新潟県感染症サーベイランス委員会が必要と認める感染症 

 

第３ 実施主体 

  実施主体は、新潟県（以下「県」という。）とする。なお、県は、県内全域の感染症の

予防対策を図るため、新潟市と連携して本事業を実施するものとする。 

 

第４ 実施体制 

 １ 新潟県感染症情報センター 

   県が所管する保健所（以下「県保健所」という。）管内における患者情報、疑似症情

報及び病原体情報（検査情報を含む、以下同じ。）を収集、分析し、国の設置する中央

感染症情報センターに報告することとして、県福祉保健部感染症対策・薬務課（以下「感

染症対策・薬務課」という。）内に設置する。 

   新潟県感染症情報センター（以下「県感染症情報センター」という。）長は感染症対

策・薬務課長とし、感染症対策・薬務課職員と新潟県保健環境科学研究所（以下「保健

環境科学研究所」という。）職員から構成する。 

また、県保健所が法第 15条に基づき実施する積極的疫学調査（以下「積極的疫学調

査」という。）について、適切に実施されるよう、助言、協力を行う。 

 

２ 新潟県基幹感染症情報センター 

  新潟市感染症情報センターと連携し、県内全域における患者情報、疑似症情報及び病

原体情報を収集、管理、集計、解析し、県保健所、新潟市感染症情報センター、新潟県

医師会等関係機関及び県民へ情報提供することとして、県感染症情報センターがその

役割を兼ねるものとする。 
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３ 感染症対策・薬務課 

県感染症情報センターを運営するとともに、本事業を円滑に推進するため関係機関

との必要な調整を行う。 

 

４ 指定届出機関及び指定提出機関（定点） 

（１）感染症対策・薬務課は、定点把握対象の五類感染症について、患者情報、疑似症情

報を収集するため、指定届出機関として患者定点及び疑似症定点をあらかじめ選定

する。 

（２）感染症対策・薬務課は、定点把握の五類感染症について、患者の検体又は当該感染

症の病原体を収集するため、病原体定点をあらかじめ選定する。なお、法施行規則第

７条の２に規定する五類感染症については、指定提出機関として病原体定点を指定

する。 

  

５ 県保健所 

積極的疫学調査を適切に実施し必要に応じ検体を収集するとともに、管内の感染症

情報の収集、感染症発生動向調査システムによる届出内容の入力、情報の提供及び管理

を行う。 

 

６ 保健環境科学研究所 

病原体定点医療機関から収集された検体や、保健所が実施する積極的疫学調査等に

おいて収集された検体について、検査施設における病原体等検査の業務管理要領に従

って病原体の検査・解析を行うとともに、感染症情報センターの業務の一部として、病

原体情報を併せた疫学的解析・評価、技術的な情報の提供・助言等を行う。 

 

７ 新潟県感染症サーベイランス委員会 

県内全域における感染症情報の収集・分析に関して、効果的・効率的な運用を図るた

め、小児科、内科、眼科、皮膚科、泌尿器科、微生物学、疫学、獣医学等の専門家、保

健所、保健環境科学研究所、新潟市衛生環境研究所の代表及び地域の医師会の代表等か

らなる新潟県感染症サーベイランス委員会を置く。同委員会の事務局は感染症対策・薬

務課及び新潟市保健所保健管理課とする。 

 

第５ 事業の実施 

１ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、新型インフルエンザ等感染症及

び指定感染症の発生動向調査 

（１）調査単位及び実施方法 

ア 診断した医師 
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一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、新型インフルエンザ等感染

症及び指定感染症を届出基準等通知に基づき診断した場合は、直ちに最寄りの保

健所に国の定める様式を用いて届出を行う。当該届出は、感染症サーベイランスシ

ステムへの入力により行うことを基本とするが、感染症サーベイランスシステム

の入力環境がない場合には、最寄りの県保健所が定める方法により行って差し支

えない。 

イ 検体等を所持している医療機関等 

保健所等から当該患者の病原体検査のための検体等の提供について、依頼又は

命令を受けた場合にあっては、検体等について、検査票（別紙様式）を添付して提

供する。 

ウ 県保健所 

① 当該届出を受けた県保健所は、直ちに、届出内容の確認を行うとともに、当該

届出が感染症サーベイランスシステムの入力環境がない医師からの届出である

場合には、直ちに感染症サーベイランスシステムに届出内容を入力する。また、

病原体検査が必要と判断した場合は、検体等を所持している医療機関等に対し

て、病原体検査のための検体等の提供について、検査票を添付して依頼等するも

のとする。なお、病原体検査の必要性の判断及び実施等について、必要に応じて

保健環境科学研究所と協議する。 

② 県保健所は、検体等の提供を受けた場合は、検査票を添付して保健環境科学研

究所へ検査を依頼する。 

③ 県保健所は、届出を受けた感染症に係る発生状況、接触者等を把握し、市町村、

指定届出機関、指定提出機関、その他の関係医療機関、医師会、教育委員会等の

関係機関に発生状況等を提供し連携を図る。 

エ 保健環境科学研究所 

①  保健環境科学研究所は、検査票及び検体又は病原体情報が送付された場合に

あっては、検査施設における病原体等検査の業務管理要領に基づいて当該検体

を検査し、その結果を、県保健所を経由して診断した医師に通知し、県保健所、

感染症対策・薬務課及び県感染症情報センターに送付するとともに、検査情報

を直ちに中央感染症情報センターに報告する。 

② 検査のうち、保健環境科学研究所において実施することが困難なものについ

ては、必要に応じて他の都道府県等又は国立健康危機管理研究機構に検査を依

頼する。 

③ 保健環境科学研究所は、患者が一類感染症と診断されている場合、又は都道府

県域を超えた感染症の集団発生等緊急の場合及び国から提出を求められた場合

は、検体等を国立健康危機管理研究機構に送付する。 

④ 保健環境科学研究所は、疫学的な解析を実施するため、型別等を実施する。ま
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た、全国的な疫学的解析が必要な場合は、国立健康危機管理研究機構に型別情報

や検体を提供する。 

オ 県感染症情報センター 

県感染症情報センターは、県保健所管内の患者情報について、県保健所等からの

情報の入力があり次第、登録情報の確認を行う。 

また、県保健所内の患者情報及び病原体情報を収集、分析するとともに、その結

果を週報（月単位の場合は月報）等として公表される県内の情報、全国情報と併せ

て、保健所等の関係機関に提供・公開する。 

カ 基幹感染症情報センター 

基幹感染症情報センターは、県内全域の患者情報及び病原体情報を収集、分析す

るとともに、その結果を週報（月単位の場合は月報）等として公表される全国情報

と併せて、市感染症情報センター等の関係機関に提供・公開する。 

   キ 感染症対策・薬務課 

感染症対策・薬務課は、県感染症情報センターとして収集、分析した患者情報及

び病原体情報を感染症対策に利用し、関係機関との連携・調整を行う。 

なお、緊急の場合及び国から対応を求められた場合においては、直接必要な情報

を収集するとともに、国及び他の都道府県等とも連携の上、迅速な対応を行う。   

 

２ 全数把握対象の五類感染症の発生動向調査 

（１）調査単位及び実施方法 

ア 診断した医師 

五類感染症（全数）の患者を診断した医師は、診断後７日以内（侵襲性髄膜炎菌

感染症、麻しん及び風しんの患者を診断した場合は直ちに）に最寄りの保健所に届

出を行う。当該届出は、感染症サーベイランスシステムへの入力により行うことを

基本とするが、感染症サーベイランスシステムの入力環境がない場合には、最寄り

の保健所が定める方法により行って差し支えない。 

イ 検体等を所持している医療機関等 

保健所等から、当該患者の病原体検査のために検体等の提供について依頼を受

けた場合にあっては、保健所に協力し、別記様式の検査票を添付して提供する。 

ウ 県保健所 

① 当該届出を受けた県保健所は、直ちに届出内容の確認を行うとともに、当該届

出が感染症サーベイランスシステムの入力環境がない医師からの届出である場

合には、直ちに感染症サーベイランスシステムに届出内容を入力する。また、保

健所は、病原体検査が必要と判断した場合は、検体等を所持している医療機関等

に対して、病原体検査のための検体等の提供について、検査票を添付して依頼等

するものとする。なお、病原体検査の必要性の判断及び実施等について、必要に
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応じて保健環境科学研究所と協議する。 

② 保健所は、検体等の提供を受けた場合には、検査票を添付して保健環境科学研

究所へ検査を依頼する。 

③ 県保健所は、届出を受けた感染症に係る発生状況、接触者等を把握し、市町村、

指定届出機関、指定提出機その他の関係医療機関、医師会、教育委員会等の関係

機関に発生状況等を提供し連携を図る。 

   エ 保健環境科学研究所 

①  保健環境科学研究所は、検査票及び検体又は病原体情報が送付された場合に 

あっては、検査施設における病原体等検査の業務管理要領に基づいて当該検体 

を検査し、その結果を、県保健所を経由して診断した医師に通知し、県保健所、 

感染症対策・薬務課及び県感染症情報センター等と情報共有するとともに、検査 

情報を直ちに中央感染症情報センターに報告する。 

② 検査のうち、保健環境科学研究所において実施することが困難なものについ

ては、必要に応じて他の都道府県等又は国立健康危機管理研究機構に検査を依

頼する。 

③ 保健環境科学研究所は、都道府県域を超えた感染症の集団発生等緊急の場合

及び国から提出を求められた場合は、検体等を国立健康危機管理研究機構に送

付する。 

④ 保健環境科学研究所は、疫学的な解析を実施するため、型別等を実施する。ま

た、全国的な疫学的解析が必要な場合は、国立健康危機管理研究機構に型別情報

や検体を提供する。 

   オ 県感染症情報センター 

県感染症情報センターは、県保健所内の患者情報について、県保健所等からの情

報の入力があり次第、登録情報の確認を行う。 

また、県保健所内の患者情報及び病原体情報を収集、分析するとともに、その結

果を週報（月単位の場合は月報）等として公表される県内情報、全国情報と併せて、

保健所等の関係機関に提供・公開する。 

カ 基幹感染症情報センター 

県基幹感染症情報センターは、県内全域の患者情報及び病原体情報を収集、分析

するとともに、その結果を週報（月単位の場合は月報）等として公表される全国情

報と併せて、市感染症情報センター等の関係機関に提供・公開する。 

キ 感染症対策・薬務課 

感染症対策・薬務課は、県感染症情報センターとして収集、分析した患者情報及

び病原体情報を感染症対策に利用し、関係機関との連携・調整を行う。 

なお、緊急の場合及び国から対応を求められた場合においては、直接必要な情報

を収集するとともに、国及び他の都道府県等とも連携の上、迅速な対応を行う。   
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３ 定点把握の五類感染症の発生動向調査 

（１）対象とする感染症の状態 

各々の定点把握対象の五類感染症について、国の定める報告基準を参考とし、当該

疾病の患者と診断される場合とする。 

（２）定点の選定 

感染症対策・薬務課は、国要綱に定める選定基準に準じて、患者定点及び病原体定

点を、地域的な偏りが無いように配慮して選定する。 

また、県独自の定点を追加設置する場合は、新潟県感染症サーベイランス委員会の

助言を踏まえ設置し、それぞれ以下のとおり管理する。 

   ア 患者定点 

国の基準に基づいて設定した定点からの情報は感染症発生動向調査システムに

入力し、独自定点の情報は感染症発生動向調査システムに入力せず集計を別に行

う。 

   イ 病原体定点 

国の基準を超える定点を設定した場合であっても、検出情報は国の基準に基づ

いて設定した定点からの情報と同様に取扱い、感染症発生動向調査システムへ入

力する。 

（３）調査単位等 

調査単位等は、国要綱に準じる。  

（４）実施方法 

   ア 患者定点 

患者定点として選定された医療機関は、速やかな情報提供を図る趣旨から、国の

定める報告基準により、国要綱に定める調査単位の期間の診療時における患者発

生状況を報告する。当該届出は、感染症サーベイランスシステムへの入力により行

うことを基本とするが、感染症サーベイランスシステムの入力環境がない場合に

は、最寄りの保健所が定める方法により行って差し支えない。 

イ 病原体定点 

① 病原体定点として選定された医療機関は、国要綱に定める調査単位及びその

期間ごとの採取数を参考に、別に定める「感染症発生動向調査等における病原体

検査にかかる検体採取指針」を参考に、微生物学的検査のために検体を採取する。 

② 病原体定点で採取された検体は、検査票を添えて、速やかに、県保健所を経由

し保健環境科学研究所へ送付する。 

ウ 県保健所 

① 届出を受けた県保健所は、直ちに届出内容の確認を行うとともに、感染症サー

ベイランスシステムの入力環境がない医療機関からの届出である場合には、患
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者定点から得られた患者情報が週単位の場合は調査対象の週の翌週の火曜日ま

でに、月単位の場合は調査対象月の翌月の３日までに、感染症サーベイランスシ

ステムに入力するものとする。また、対象感染症についての集団発生その他特記

すべき情報についても感染症対策・薬務課及び県感染症情報センターへ報告す

る。 

② 県保健所は、検体の提供を受けた場合は、検査票を添えて保健環境科学研究所

に検査を依頼する。 

③ 県保健所は、定点把握の対象の五類感染症の発生状況等を把握し、市町村、感

染症指定医療機関その他の関係医療機関、医師会、教育委員会等の関係機関に発

生状況等を提供し連携を図る。 

エ 保健環境科学研究所 

① 保健環境科学研究所は、検査票及び検体が送付された場合にあっては、検査施

設における病原体等検査の業務管理指針に基づいて当該検体を検査し、その結

果を病原体情報として病原体定点及びその管轄の県保健所に通知し、感染症対

策・薬務課及び県感染症情報センターに送付するとともに、検査情報を直ちに中

央感染症情報センターに報告する。 

② 病原体定点からの検体の収集数が少ない場合は、必要に応じて県保健所、医療

機関に対して検体の収集を要請する。 

③ 検査のうち、保健環境科学研究所において実施することが困難なものについ

ては、必要に応じて国立健康危機管理研究機構に検査を依頼する。 

④ 保健環境科学研究所は、都道府県域を超えた集団発生等緊急の場合にあって

は、検体を国立健康危機管理研究機構に送付する。 

⑤ 病原体定点以外の医療機関から検体の検査を依頼された場合は、患者の重篤

性や検査の必要性に応じて、可能な限り実施する。     

オ 県感染症情報センター 

県感染症情報センターは、県保健所内の患者情報について、県保健所等からの情

報の入力があり次第、登録情報の確認を行う。 

また、県保健所管内の患者情報及び病原体情報を収集、分析するとともに、その

結果を週報（月単位の場合は月報）等として公表される県内情報、全国情報と併せ

て、保健所等の関係機関に提供・公開する。 

カ 基幹感染症情報センター 

新潟県基幹感染症情報センターは、県内全域の患者情報及び病原体情報を収集、

分析するとともに、その結果を週報（月単位の場合は月報）等として公表される全

国情報と併せて、県感染症情報センター、市感染症情報センター等の関係機関に提

供・公開する。 

キ 感染症対策・薬務課 
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感染症対策・薬務課は、検査票をもって保健環境科学研究所から送付された病原

体情報について、直ちに中央感染症情報センターに報告する。 

また、県感染症情報センターとして収集、分析した患者情報及び病原体情報を感

染症対策に利用し、関係機関との連携・調整を行う。 

なお、緊急の場合及び国から対応を求められた場合においては、直接必要な情報

を収集するとともに、国及び他の都道府県等とも連携の上、迅速な対応を行う。 

 

４ 感染症法第 14条第１項に規定する厚生労働省令で定める疑似症 

（１）対象とする疑似症の状態 

疑似症について、国が定める届出基準を参考とし、当該疑似症の患者と診断される

場合とする。 

（２）疑似症定点の選定 

疑似症の発生状況を把握するため、県は国要綱に定める基準を踏まえ、関係医師会

等の協力を得て、医療機関の中から疑似症定点を選定する。 

定点の選定に当たっては、人口及び医療機関の分布等を勘案しつつ、できるだけ県

全体の疑似症の発生状況を把握できるよう考慮する。 

（３）実施方法 

   ア 疑似症定点 

疑似症定点として選定された医療機関は、速やかな情報提供を図る趣旨から、国

の定める届出基準により、疑似症発生状況を直ちに感染症サーベイランスシステ

ムに入力する。 

イ 県保健所 

①  県保健所は、疑似症定点が感染症サーベイランスシステムへの入力を実施す

ることができない場合、当該疑似症定点に代わり、疑似症情報を直ちに感染症

サーベイランスシステムに入力する。また、対象疑似症についての集団発生そ

の他特記すべき情報についても感染症対策・薬務課及び新潟県感染症情報セン

ターへ報告する。 

② 県保健所は、疑似症の発生状況を把握し、市町村、感染症指定医療機関その他

の関係医療機関、医師会、教育委員会等の関係機関に発生状況を提供し連携を図

る。 

ウ 県感染症情報センター 

県感染症情報センターは、県保健所管内の疑似症情報について、県保健所等から

の情報の入力済み報告があり次第、登録情報の確認を行う。 

また、県保健所管内の疑似症情報を収集、分析するとともに、その結果を週報等

として公表される県内情報、全国情報と併せて、保健所等の関係機関に提供・公開

する。 
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エ 県基幹感染症情報センター 

県基幹感染症情報センターは、県内全域の疑似症情報を収集、分析するとともに、

その結果を週報等として公表される全国情報と併せて、県感染症情報センター、市

感染症情報センター等の関係機関に提供・公開する。 

オ 感染症対策・薬務課 

感染症対策・薬務課は、県感染症情報センターとして収集、分析した疑似症情報

を感染症対策に利用し、関係機関との連携・調整を行う。 

なお、緊急の場合及び国から対応を求められた場合においては、直接必要な情報

を収集するとともに、国及び他の都道府県等とも連携の上、迅速な対応を行う。 

 

５ 緊急独自サーベイランス 

県は、本実施要綱に定めのない事項について、緊急な対応が必要であると認められる

場合は、必要な調査及び検査を実施するものとする。また、県感染症情報センター長は、

実施した調査の結果等について、新潟県感染症サーベイランス委員会に報告する。 

 

６ 積極的疫学調査に基づく感染症発生状況等の把握 

県保健所長は、法施行規則第８条に規定する場合又は次の（１）に掲げる事例が発生

した場合は、法第 15 条第１項の規定に基づく積極的疫学調査を実施する。県保健所長

は、その調査結果を県感染症情報センターに送付する。 

（１）調査・報告対象 

ア 五類感染症に係る感染症発生動向調査において通常と異なる流行が起こってい

ると認められる場合 

イ  学校、幼稚園、福祉施設、企業等の集団において、感染症の集団発生の報告があ

った場合 

ウ 医療機関等から、既知の感染症であるが今までと異なる症状や重症の感染症の

発生がある場合 

エ  原因不明の感染症の発生の報告を受け感染拡大の可能性が疑われる場合 

オ 医療機関内で院内感染が発生し、医療機関から原因調査、拡大防止等の協力を求

められた場合 

カ 県保健所長、県感染症情報センター長が必要と認めた場合  

（２）病原体等検査 

県保健所長は、積極的疫学調査において、原因となった病原体の検索、感染源調査

及び患者及び接触者の感染状況の把握のための検体の検査が必要である場合は、検

査を担当する保健所、あるいは保健環境科学研究所へ協力を依頼する。保健環境科学

研究所において検査が困難な病原体等については、必要に応じて国立健康危機管理

研究機構に検査を依頼する。 
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（３）情報の還元 

報告を受けた県感染症情報センターは、感染症にかかる事象の発生状況や、積極的

疫学調査の一環として実施した検査の結果等について、週報やホームページ等を通

じ県保健所や医療機関等関係機関へ還元する。 

 

 ７ その他 

   感染症発生動向調査のために取り扱うこととなった検体等については、感染症の発

生及びまん延防止策の構築、公衆衛生の向上のために使用されるものであり、それ以外

の目的に用いてはならない。また、検体採取の際には、その使用目的について説明の上、

できるだけ、本人等に同意をとることが望ましい。なお、上記に掲げる目的以外の研究

に使用する場合は、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」等の別に定める規

定に従い行うものとする。 

 

第６ その他 

本実施要綱に定める事項以外の内容については、国要綱に定めるもののほか、関係機関

が協議して定めることとする。 

 

第７ 実施時期 

  この要綱は、平成 28年６月１日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、平成 30 年３月８日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、令和元年 12 月５日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、令和３年４月１日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、令和４年 10 月 31 日から施行する。  

  この要綱の一部改正は、令和７年４月７日から施行する。 
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感染症発生動向調査等における病原体検査について（医療機関向け）  
 

新潟県感染症情報センター 
 
１ 感染症発生動向調査等における病原体検査の目的 

感染症発生動向調査（いわゆる感染症サーベイランス）は、感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律に規定され、感染症の発生状況を把握・分析し、医療

関係者や県民に情報提供することにより、感染症の発生及びまん延を防止することを目

的として行われています。 
感染症発生動向調査は、保健所への患者数の報告により感染症の流行をとらえる患者

サーベイランスと、患者検体の検査により病原体を特定し解析する病原体サーベイラン

スの二本立てで感染症の動向を分析しています。 
新潟県では保健所と保健環境科学研究所で、新潟市では新潟市衛生環境研究所（保健

環境科学研究所と新潟市衛生環境研究所を併せ、以下「研究所」という。）で病原体の

検査を実施しています。 
感染症発生動向調査において、病原体の検査が確実に行われるために、検体の採取に

ついて協力をお願いします。 
  
２ 病原体定点の病原体サーベイランス  
（１）病原体定点の種類と検体（表１） 

① 急性呼吸器感染症病原体定点 

表１の a）に示す症例定義に一致した患者を対象に週５検体採取し、提供をお願

いします。採取する検体は原則として、営業日のうち週はじめから数えて第２営業

日に収集された、はじめの５検体としてください。 

例）月曜日～土曜日が営業日の場合：第２営業日の火曜に来院し、急性呼吸器感

染症と診断された患者のうち、はじめの１～５人目までの患者検体 

② 小児科定点 

表１の b)小児科定点の対象感染症の中から、１ヶ月に４検体以上の採取、提供を

お願いします。 

③ 眼科定点 

表１の c)の対象感染症について、月１検体を目安に採取、提供をお願いします。 

④ 基幹定点 

表１の d)の対象感染症について、月１検体を目安に採取、提供をお願いします。 

（２）検体採取の注意点 

① 特定の疾病に偏らないように検体を採取してください。 

② 定点把握対象疾患は、臨床症状や検査キット等で診断された場合でも検体の提供

をお願いします。 

③ 流行の閑期に発生する患者の検体や、流行の初期及び後期の患者検体は特に重要

となりますので、検体の提供にご協力ください。 
 
３ 全数把握疾患の病原体サーベイランス（全医療機関） 

（１）１類～４類感染症及び５類全数把握疾患の検体（表２、表３） 

① 全数把握疾患の病原体サーベイランスは、全ての医療機関が対象です。患者の発

生届出に必要な検査であって、医療機関において可能な検査は、医療機関で実施し

てください。医療機関で検査できない疾病が疑われる場合は、研究所で検査の対応
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をしますので、最寄りの保健所に相談してください。 

② 研究所では、疫学調査や感染拡大防止対策を目的として、発生届出のあった患者

検体や分離菌株等を検査し、病原体の解析をすることから、医療機関へ検体等の提

供依頼をします。医療機関で診断した場合や菌を分離した場合も、患者検体や菌株

の提供についてご協力ください。 

（２）分離菌株の収集 

医療機関や衛生検査所で検出された全数把握疾患の分離菌株は、研究所で収集し、

毒素遺伝子や毒素産生性、薬剤耐性遺伝子など詳細な解析を行います。収集した菌株

の一部は、国立健康危機管理研究機構において、全国から収集された株との比較解析

が行われ、全国的な疫学的解析及び評価に使われます。 

表２のＢにある菌を分離した場合は、菌株の提供についてご協力ください。 

 
４ 重点サーベイランス疾患及びその他特別な事例（全医療機関） 
（１）麻しん・風しん 

「麻しんに関する特定感染症予防指針」（H19 年、厚生労働省告示第 442 号）に基づ

き、麻しんが疑われる症例は全て研究所でウイルス遺伝子検査を行います。麻しんと

の臨床鑑別が困難な症例の遺伝子検査も受け付けます。風しんも同様に対応します。 

抗体検査は医療機関で実施してください。 

（２）原因不明の感染症が疑われるなど特別な事例 

原因不明の感染症で公衆衛生上問題となる可能性がある以下のような場合は、検査

を受け付けます。患者に関する詳細な情報をお知らせください。なお、研究所で対応

できない感染症や稀な検査については、国立健康危機管理研究機構へ検査を依頼する

ことがあります。 

① 海外への渡航歴があり、感染症法に規定されていない感染症が疑われたり、診断

が困難だったりする場合 

② 症状が重篤で、原因不明であるが、なんらかの感染症が疑われる場合。 

③ 既知の感染症だが、症状が今までと異なる、重症化する又は患者数が多いなどの

病原性の変化が疑われる場合。 

④ 患者数が急増している等、緊急な公衆衛生上の対策が必要と想定される場合 

⑤ インフルエンザ等の流行期が比較的限定される感染症で、非流行に発生した場合 

⑥ 新たな薬剤耐性菌や、薬剤耐性インフルエンザウイルス等の出現が疑われる場合 

 

５ 医療機関で実施が望まれる検査 
自施設や衛生検査所で実施可能な、診断や治療を目的とした検査は、医療機関で実施

してください。 

例）抗菌薬選択のための細菌の薬剤耐性検査は医療機関、患者届出後の薬剤耐性遺

伝子の確認等は研究所で実施 

 

６ 検体採取における倫理的配慮 

 人を対象とする医学系研究に関する倫理指針が定められており、医学系研究において

は倫理的配慮が求められています。感染症法に基づく感染症発生動向調査はこの適用外

となっていますが、倫理指針と同等の倫理的配慮は必要です。 
検体を採取する場合は、患者あるいはその保護者に対して口頭で説明し、インフォー

ムド・コンセントを受けてください。同意が得られた場合は、病原体検査票の主治医に

よる口頭確認の欄にチェックを入れるか、患者あるいは保護者の署名を得てください。 
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７ 検体の採取・運搬 

（１）検体用容器 
病原体サーベイランスで必要な輸送培地は保健所から医療機関へ提供します。 

① ウイルス輸送用培地（液体） 

用途：咽頭ぬぐい液、眼結膜ぬぐい液等保存 

使用前保管：2℃～25℃ 

手元にない場合は、滅菌スピッツに入れた生理食塩水 1mL に浸し、速やかに保

健所へ連絡してください。 

② ウイルス検査用採便管（スクリューキャップ空容器） 

用途：便ウイルス検査検体保存 

使用前保管：室温 

手元にない場合は、滅菌スピッツや蓋つきカップを代用してください。 

③ 細菌輸送用培地（シードスワブ、フロックスワブ） 

用途：咽頭ぬぐい液等保存 

使用前保管：冷暗所又は室温 

④ 細菌検査用採便管（キャリーブレア培地） 

用途：便細菌検査検体保存 

使用前保管：冷暗所又は室温 

⑤ 滅菌スピッツ管 

用途：便髄液、尿、血清、痂皮等保存 

使用前保管：冷暗所又は室温 

医療機関で使用しているもので、検査可能です。 

⑥ EDTA 入り採血管 

医療機関で使用しているもので、検査可能です。 

（２）検体の種類と採取・保存方法 
検体の種類と採取および保存については、表４を参照してください。 

（３）検体採取時期 
急性期（概ね発症後 5 日以内）の患者検体が病原体の検出には最適です。慢性化に

伴い、起因病原体が減少し、病原体の検出が困難となります。 

細菌検査では、抗生物質による治療の開始前に検体を採取してください。 

投薬後、治癒が遅延する場合や、再発した場合は、二次感染や、薬剤耐性株の出現

が疑われるので、状況を感染症検査票に記入して、検査依頼してください。 

 
（４）病原体検査票 

検体の提出の際は、病原体検査票に診断名、臨床的事項、検体採取についてインフ

ォームドコンセントを受けたチェック等を記入して提出してください。 

 
（５）検体の収集及び搬送 

① 自動車による収集・運搬 

検体の収集及び運搬は、保健所又は研究所が行います。自動車による運搬の際も、

病原体が含まれる可能性のある臨床検体の外部への漏出を防ぐため、WHO「感染性物

質の輸送規則に関するガイダンス 2013-2014」の UN3373 に準じて、基本３重包装を

行います。 

［WHO 感染性物質の輸送規則に関するガイダンス 2013-2014］ 

https://iris.who.int/bitstream/handle/10665/78075/WHO_HSE_GCR_2012.12_jp

n.pdf?sequence=3 
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② 運送事業者による送付 

検体を運送事業者により送付する場合は、「感染性物資の輸送規則に関するガイ

ダンス 2013-2014」の UN3373 に従って包装し、日本郵便株式会社の「ゆうパック」

によりチルドで送付してください。「ゆうパック」を利用する場合は包装責任者の

選定等、ゆうパックの利用に係る留意事項に留意してください。容器が無い場合は、

最寄りの保健所あるいは研究所あて相談してください。日本郵便以外の運送事業者

は条件により、病原体や臨床検体の輸送を受け付けないことがあります。 

 

８ 検査結果と検体の取扱い  
① 研究所は、検査結果について検体を提供した医療機関と保健所及びサーベイランス

委員長に対して、検査結果を通知します。 

② 研究所において検出された病原体の情報は、国立健康危機管理研究機構感染症疫学

センターに報告します。全数把握疾患の患者届出情報と病原体情報はリンク付けされ

ます。 

③ 患者個別の検査結果は、個人情報保護の観点から上記①及び②を除き、情報提供し

ません。 

④ 検査に用いた残余検体は、遡り調査等に備えるため３ヶ月から数年間、研究

所で保管します。病原体の分離株は、長期間冷凍保存します。一部の分離株や

検体は、国立健康危機管理研究機構に提供し、詳細な解析に利用されることがあ

ります。  
⑤ 患者症状等から追加すべき検査の要望があれば、保健所に連絡してください。 

 
９ 検査情報の還元 

① 研究所で実施した病原体の検出情報は、県の感染症対策・薬務課が公表する感染症

週報や研究所のホームページで情報提供します。 

② 国立健康危機管理研究機構に報告した情報は、全国の患者及び病原体情報に集計さ

れ、感染症発生動向調査週報（IDWR）及び病原微生物検出情報（IASR）として情報提

供されます。 

［感染症発生動向調査週報（IDWR）］ 

https://id-info.jihs.go.jp/surveillance/idwr/index.html 

［病原微生物検出情報（IASR）］ 

https://id-info.jihs.go.jp/surveillance/iasr/index.html 

 
【2016 年６月１日  第１版】 

 【2018 年３月８日  第２版】 

 【2019 年 12 月５日 第３版】 

 【2021 年４月１日  第４版】 

 【2025 年４月７日  第５版】 
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表１ 定点把握疾患の病原体サーベイランス  
【2025 年４月 7 日 第５版】 
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表２ 全数把握疾患の病原体サーベイランスとその他特別な事例  
【2025 年４月 7 日  第５版】 
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表３ 病原体検査の対象疾病リスト 

【2025 年４月 7 日  第５版】 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

疾
病
分
類

疾
病
番
号

疾　　病　　名

※1　全医
療機関が対
象とする疾
病

疾
病
分
類

疾
病
番
号

疾　　病　　名

※1　全医
療機関が
対象とする
疾病

疾
病
分
類

疾
病
番
号

疾　　病　　名

※1　全医
療機関が
対象とする
疾病

※2　病原体定
点医療機関が
対象とする疾病

(1) エボラ出血熱 ● (44) ニパウイルス感染症 ● (88) ＲＳウイルス感染症 ○小児科

(2) クリミア・コンゴ出血熱 ● (45) 日本紅斑熱 ○ (89) 咽頭結膜熱 ○小児科

(3) 痘そう ● (46) 日本脳炎 ○ (90)
インフルエンザ（鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザ等
感染症を除く。）

(4) 南米出血熱 ● (47) ハンタウイルス肺症候群 ● (91) Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎 ○小児科

(5) ペスト ● (48) Ｂウイルス病 ● (92) 感染性胃腸炎 ○小児科

(6) マールブルグ病 ● (49) 鼻疽 ● (93)

急性呼吸器感染症(インフルエンザ(鳥インフルエンザ及び新
型インフルエンザ等感染症を除く。)、RSウイルス感染症、咽
頭結膜熱、A群溶血性レンサ球菌咽頭炎、クラミジア肺炎(オ
ウム病を除く。)、新型コロナウイルス感染症(病原体がベータ
コロナウイルス属のコロナウイルス(令和２年１月に、中華人
民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有
することが新たに報告されたものに限る。)であるものに限
る。)、百日咳、ヘルパンギーナ、マイコプラズマ肺炎を除く。)

〇ARI

(7) ラッサ熱 ● (50) ブルセラ症 ● (94) 急性出血性結膜炎 ○眼　科

(8) 急性灰白髄炎 ○ (51) ベネズエラウマ脳炎 ● (95) クラミジア肺炎（オウム病を除く。） ×

(9) 結核 ○ (52) ヘンドラウイルス感染症 ● (96)
細菌性髄膜炎（髄膜炎菌、肺炎球菌、インフルエンザ菌を原
因として同定された場合を除く。）

○基　幹

(10) ジフテリア ○ (53) 発しんチフス ○ (97)

新型コロナウイルス感染症(病原体がベータコロナウイルス属
のコロナウイルス(令和二年一月に中華人民共和国から世界
保健機関に対して、人に伝染する能力を有するこ とが新たに
報告されたものに限る。)であるものに限る。)

(11)
重症急性呼吸器症候群（病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコ
ロナウイルスであるものに限る。）

○ (54) ボツリヌス症 ○ (98) 水痘 ○小児科

(12)
中東呼吸器症候群（病原体がベータコロナウイルス属ＭＥＲＳ
コロナウイルスであるものに限る。）

○ (55) マラリア ○ (99) 性器クラミジア感染症 ×

(13) 鳥インフルエンザ（H５N１） ○ (56) 野兎病 ● (100) 性器ヘルペスウイルス感染症 ×

(14) 鳥インフルエンザ（H７N９） ○ (57) ライム病 ● (101) 尖圭コンジローマ ×

(15) コレラ ○ (58) リッサウイルス感染症 ● (102) 手足口病 ○小児科

(16) 細菌性赤痢 ○ (59) リフトバレー熱 ● (103) 伝染性紅斑 ○小児科

(17) 腸管出血性大腸菌感染症 ○ (60) 類鼻疽 ● (104) 突発性発しん ○小児科

(18) 腸チフス ○ (61) レジオネラ症 ○ (105) ペニシリン耐性肺炎球菌感染症（月報） ×

(19) パラチフス ○ (62) レプトスピラ症 ○ (106) ヘルパンギーナ ○小児科

(20) Ｅ型肝炎 ○ (63) ロッキー山紅斑熱 ● (107) マイコプラズマ肺炎 ×

(21) ウエストナイル熱（ウエストナイル脳炎を含む。） ○ (64) アメーバ赤痢 ○ (108) 無菌性髄膜炎 ○基　幹

(22) Ａ型肝炎 ○ (65) ウイルス性肝炎（Ｅ型肝炎及びＡ型肝炎を除く。） ○ (109) メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症（月報） ×

(23) エキノコックス症 ● (66) カルバペネム耐性腸内細菌目細菌感染症 ○ (110) 薬剤耐性緑膿菌感染症（月報） ×

(24) エムポックス ○ (67) 急性弛緩性麻痺（急性肺白髄炎を除く。） ○ (111) 流行性角結膜炎 ○眼　科

(25) 黄熱 △ (68)
急性脳炎（ウエストナイル脳炎、西部ウマ脳炎、ダニ媒介脳炎、東部
ウマ脳炎日本脳炎、ベネズエラウマ脳炎及びリフトバレー熱を除く。）

（脳症を含む。）
○ (112) 流行性耳下腺炎 ○小児科

(26) オウム病 ○ (69) クリプトスポリジウム症 ○ (113) 淋菌感染症 ×

(27) オムスク出血熱 ● (70) クロイツフェルト・ヤコブ病 ● (114) 新型インフルエンザ ○

(28) 回帰熱 ● (71) 劇症型溶血性レンサ球菌感染症 ○ (115) 再興型インフルエンザ ○

(29) キャサヌル森林病 ● (72) 後天性免疫不全症候群 ○ (116) 新型コロナウイルス感染症 ○

(30) Ｑ熱 △ (73) ジアルジア症 ○ (117) 再興型コロナウイルス感染症 ○

(31) 狂犬病 ○ (74) 侵襲性インフルエンザ菌感染症 ○

法第１
４条第
１項に
規定す
る厚生
労働省
令で定
める疑
似症

(118)

発熱、呼吸器症状、発しん、消化器症状又は神経症状その他
感染症を疑わせるような症状のうち、医師が一般に認められ
ている医学的知見に基づき、集中治療その他これに準ずるも
のが必要であり、かつ、直ちに特定の感染症と診断することが
できないと判断したもの。

○

(32) コクシジオイデス症 ● (75) 侵襲性髄膜炎菌感染症 ○

法第１
４条第
８項の
規定に
基づく
把握の
対象

(119)

発熱、呼吸器症状、発しん、消化器症状又は神経学的症状そ
の他感染症を疑わ せるような症状のうち、医師が一般に認め
られている医学的知見に基づき、集中治療 その他これに準
ずるものが必要であり、かつ、直ちに特定の感染症と診断す
ることが できないと判断したものであって、当該感染症にか
かった場合の病状の程度が重篤で あるものが発生し、又は
発生するおそれがあると判断し、都道府県知事が指定届出機
関以外の病院又は診療所の医師に法第１４条第８項に基づき
届出を求めたもの。

(33) ジカウイルス感染症 ○ (76) 侵襲性肺炎球菌感染症 ○
指定感
染症

無し

(34) 重症熱性血小板減少症候群(SFTSV) ○ (77) 水痘（患者が入院を要すると認められるものに限る。） ○

(35) 腎症候性出血熱 ● (78) 先天性風しん症候群 ○

(36) 西部ウマ脳炎 ● (79) 梅毒 △

(37) ダニ媒介脳炎 ● (80) 播種性クリプトコックス症 ●

(38) 炭疽 ○ (81) 破傷風 ○

(39) チクングニア熱 ○ (82) バンコマイシン耐性黄色ブドウ球菌感染症 ○

(40) つつが虫病 ○ (83) バンコマイシン耐性腸球菌感染症 ○

(41) デング熱 ○ (84) 百日咳 ○

(42) 東部ウマ脳炎 ● (85) 風しん ○

(43) 鳥インフルエンザ（H５N１,H7N9を除く。） ○ (86) 麻しん ○

(87) 薬剤耐性アシネトバクター感染症 ○

一
類
感
染
症

四
類
感
染
症

五
類
感
染
症

（
定
点
把
握

）

二
類
感
染
症

三
類
感
染
症

四
類
感
染
症

五
類
感
染
症

（
全
数
把
握

）

新型イ
ンフル
エンザ
等感染

症

※1 全医療機関が対象となる疾病

○は県内研究所で検査、一部国立健康危機管理研究機構へ依頼する。 △：検査の可否は要照会。 ●は基本的に研究所から国立健康危機管理研究機構へ検査依頼する。

×は病原体検査の対象外疾病であるが、研究所で一部の検査は可能（要照会）。

※2 病原体定点医療機関が対象となる疾病

○小児科 ：小児科病原体定点の対象疾病

○眼 科 ：眼科病原体定点の対象疾病

○基 幹 ：基幹病原体定点の対象疾病

○A R I ：ARI病原体定点の対象疾病
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表４ 検体の採取方法  
 【2025 年４月 7 日  第５版】 

 
 



新 旧 対 照 表 

新 旧 

  

新潟県感染症発生動向調査事業実施要綱 

 

第５ 事業の実施 

１ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、新型インフルエン

ザ等感染症及び指定感染症の発生動向調査 

（１）調査単位及び実施方法 

エ 保健環境科学研究所 

 ② 検査のうち、保健環境科学研究所において実施することが困難

なものについては、必要に応じて他の都道府県等又は国立健康危機

管理研究機構に検査を依頼する。 

③ 保健環境科学研究所は、患者が一類感染症と診断されている場

合、又は都道府県域を超えた感染症の集団発生等緊急の場合及び国

から提出を求められた場合は、検体等を国立健康危機管理研究機構

に送付する。 

④ 保健環境科学研究所は、疫学的な解析を実施するため、型別等を

実施する。また、全国的な疫学的解析が必要な場合は、国立健康危

機管理研究機構に型別情報や検体を提供する。 

 

２ 全数把握対象の五類感染症の発生動向調査 

（１）調査単位及び実施方法 

エ 保健環境科学研究所 

 ② 検査のうち、保健環境科学研究所において実施することが困難な

ものについては、必要に応じて他の都道府県等又は国立健康危機管

理研究機構に検査を依頼する。 

③ 保健環境科学研究所は、都道府県域を超えた感染症の集団発生等

緊急の場合及び国から提出を求められた場合は、検体等を国立健康

危機管理研究機構に送付する。 

④ 保健環境科学研究所は、疫学的な解析を実施するため、型別等 

を実施する。また、全国的な疫学的解析が必要な場合は、国立健康

危機管理研究機構に型別情報や検体を提供する。 

 

 

新潟県感染症発生動向調査事業実施要綱 

  

第５ 事業の実施 

１ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、新型インフルエン

ザ等感染症及び指定感染症の発生動向調査 

（１）調査単位及び実施方法 

エ 保健環境科学研究所 

 ② 検査のうち、保健環境科学研究所において実施することが困難

なものについては、必要に応じて他の都道府県等又は国立感染症研

究所に検査を依頼する。 

③ 保健環境科学研究所は、患者が一類感染症と診断されている場

合、又は都道府県域を超えた感染症の集団発生等緊急の場合及び国

から提出を求められた場合は、検体等を国立感染症研究所に送付す

る。 

④ 保健環境科学研究所は、疫学的な解析を実施するため、型別等を

実施する。また、全国的な疫学的解析が必要な場合は、国立感染症

研究所に型別情報や検体を提供する。 

 

２ 全数把握対象の五類感染症の発生動向調査 

（１）調査単位及び実施方法 

エ 保健環境科学研究所 

 ② 検査のうち、保健環境科学研究所において実施することが困難

なものについては、必要に応じて他の都道府県等又は国立感染症

研究所に検査を依頼する。 

③ 保健環境科学研究所は、都道府県域を超えた感染症の集団発生等

緊急の場合及び国から提出を求められた場合は、検体等を国立感染

症研究所に送付する。 

  ④ 保健環境科学研究所は、疫学的な解析を実施するため、型別等 

を実施する。また、全国的な疫学的解析が必要な場合は、国立感染

症研究所に型別情報や検体を提供する。 

 

 

 

 

 



新 旧 

３ 定点把握の五類感染症の発生動向調査 

（４）実施方法 

エ 保健環境科学研究所 

③ 検査のうち、保健環境科学研究所において実施することが困難な

ものについては、必要に応じて国立健康危機管理研究機構に検査を

依頼する。 

④ 保健環境科学研究所は、都道府県域を超えた集団発生等緊急の場

合にあっては、検体を国立健康危機管理研究機構に送付する。 

 

６ 積極的疫学調査に基づく感染症発生状況等の把握 

（２）病原体等検査 

県保健所長は、積極的疫学調査において、原因となった病原体の検索、

感染源調査及び患者及び接触者の感染状況の把握のための検体の検査

が必要である場合は、検査を担当する保健所、あるいは保健環境科学研

究所へ協力を依頼する。保健環境科学研究所において検査が困難な病原

体等については、必要に応じて国立健康危機管理研究機構に検査を依頼

する。 

 

第７ 実施時期 

  この要綱は、平成 28年６月１日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、平成 30 年３月８日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、令和元年 12 月５日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、令和３年４月１日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、令和４年 10 月 31 日から施行する。  

  この要綱の一部改正は、令和７年４月７日から施行する。 
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エ 保健環境科学研究所 

③ 検査のうち、保健環境科学研究所において実施することが困難な

ものについては、必要に応じて国立感染症研究所に検査を依頼す

る。 

④ 保健環境科学研究所は、都道府県域を超えた集団発生等緊急の場

合にあっては、検体を国立感染症研究所に送付する。 

 

６ 積極的疫学調査に基づく感染症発生状況等の把握 

（２）病原体等検査 

県保健所長は、積極的疫学調査において、原因となった病原体の検索、

感染源調査及び患者及び接触者の感染状況の把握のための検体の検査

が必要である場合は、検査を担当する保健所、あるいは保健環境科学研

究所へ協力を依頼する。保健環境科学研究所において検査が困難な病原

体等については、必要に応じて国立感染症研究所に検査を依頼する。 

 

 

第７ 実施時期 

  この要綱は、平成 28年６月１日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、平成 30 年３月８日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、令和元年 12 月５日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、令和３年４月１日から施行する。 

  この要綱の一部改正は、令和４年 10 月 31 日から施行する。 
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感染症発生動向調査等における病原体検査にかかる検体採取指針（医療機関向け） 

 

１ 感染症発生動向調査等における病原体検査の目的 

感染症発生動向調査（いわゆる感染症サーベイランス）は、感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律に規定され、感染症の発生状況

を把握・分析し、医療関係者や県民に情報提供することにより、感染症の発

生及びまん延を防止することを目的として行われています。 

感染症発生動向調査は、保健所への患者数の報告により感染症の流行をと

らえる患者サーベイランスと、患者検体の検査により病原体を特定し解析す

る病原体サーベイランスの二本立てで感染症の動向を分析しています。 

新潟県では保健所と保健環境科学研究所で、新潟市では新潟市衛生環境研

究所（保健環境科学研究所と新潟市衛生環境研究所を併せ、以下「研究所」

という。）で病原体の検査を実施しています。 

感染症発生動向調査において、病原体の検査が確実に行われるために、検

体の採取について協力をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 病原体定点の病原体サーベイランス 

（１）病原体定点の種類と検体（表１） 

① 急性呼吸器感染症病原体定点 

表１の a）に示す症例定義に一致した患者を対象に週５検体採取し、

提供をお願いします。採取する検体は原則として、営業日のうち週はじ

めから数えて第２営業日に収集された、はじめの５検体としてくださ

い。 

例）月曜日～土曜日が営業日の場合：第２営業日の火曜に来院し、急

性呼吸器感染症と診断された患者のうち、はじめの１～５人目ま

での患者検体 

② 小児科定点 

表１の b)小児科定点の対象感染症の中から、１ヶ月に４検体以上の

採取、提供をお願いします。 

 

感染症発生動向調査等における病原体検査にかかる検体採取指針（医療機関向け） 

 

１ 感染症発生動向調査等における病原体検査の目的 

  感染症発生動向調査（いわゆる感染症サーベイランス）は、感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律に規定され、感染症の発生状況

を把握・分析し、医療関係者や県民に情報提供することにより、感染症の発

生及びまん延を防止することを目的として行われています。 

  感染症発生動向調査は、保健所への患者数の報告により感染症の流行をと

らえること（患者サーベイランス）と、患者検体の検査で病原体を特定し解

析すること（病原体サーベイランス）の二本立てで感染症の動向を解析して

います。これらを基に、IDWR：感染症発生週報と IASR：病原微生物検出情

報が月報として全国的に集約されて公表されています。 

  新潟県では保健所と保健環境科学研究所で、新潟市では新潟市衛生環境研

究所（保健環境科学研究所と新潟市衛生環境研究所を併せ、以下「研究所」

という。）で病原体の検査を実施しています。 

  マダニが媒介する重症熱性血小板減少症候群やエンテロウイルス D68 に

よる弛緩性麻痺、カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症など新たな感染症

が次々と出現しており、感染症の動向の把握はますます重要となっていま

す。病原体の検査が確実に行われるよう、平成 28 年４月に感染症法が改正

されたところであり、今後も、病原体の動向把握のために検体の採取につい

て協力をお願いします。 

 

２ 検体採取の対象疾患と採取検体 

（１）病原体定点医療機関における病原体サーベイランス 

以下の 4 つの定点医療機関で採取する対象感染症と検体は、表１の

とおりです。 

   ① インフルエンザ病原体定点（指定提出機関） 

   ② 小児科病原体定点 

   ③ 眼科病原体定点 

   ④ 基幹定点 

ア インフルエンザ及びインフルエンザ様疾病の検体採取 

平成 28 年４月より、インフルエンザの病原体サーベイランスを 

強化することとされました。 
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③ 眼科定点 

表１の c)の対象感染症について、月１検体を目安に採取、提供をお

願いします。 

④ 基幹定点 

表１の d)の対象感染症について、月１検体を目安に採取、提供をお

願いします。 

（２）検体採取の注意点 

① 特定の疾病に偏らないように検体を採取してください。 

② 定点把握対象疾患は、臨床症状や検査キット等で診断された場合でも

検体の提供をお願いします。 

③ 流行の閑期に発生する患者の検体や、流行の初期及び後期の患者検体

は特に重要となりますので、検体の提供にご協力ください。 

 

 

 

    インフルエンザの検体は、流行期（感染症発生動向調査で定点あたり

報告数が１を超えている時期）に入った時期は週１検体以上、それ以外

については月１検体以上の採取、提供をお願いします。また、インフル

エンザの流行期以外では、インフルエンザの迅速簡易検査で陽性になる

症例が少ないですが、発熱と呼吸器症状を示す疾病であれば、インフル

エンザ様疾病として、検査対象として差し支えありません。 

イ 小児科定点の検体採取 

    表１の b)小児科定点の対象感染症の中から、１ヶ月に４検体以上の

採取、提供をお願いします。特定の疾病に偏らないよう検体を採取する

ことが望ましいですが、流行期にはその検体が複数あっても差し支えあ

りません。 

  ウ 眼科定点、基幹定点における検体採取 

    表１の c)、d)の対象感染症について、月１検体を目安に採取、提供

をお願いします。なお、発生件数が少ない感染症もあることから採取可

能な検体数としても差し支えありません。 

エ 病原体定点医療機関における検体採取上の注意点 

  ① 特定の疾病に偏らないよう、バイアスがかからないように検体を採

取してください。 

    ② 臨床診断が容易な疾病は、検体採取が少なくなる傾向があります

が、病原性のある型や遺伝子の変異等を把握するため、診断が容易な

疾病でも採取してください。 

    ③ 流行のピーク時の検体は、流行している株の把握に重要ですが、同

じ型による場合が多くなるため、多数の検体の採取は必要ありませ

ん。流行期が比較的限定されるインフルエンザや手足口病等の感染症

では、流行閑期や流行の初期における患者発生の把握と病原体検索

は、来る流行株の予測につながることから重要です。また、流行の後

期では、病原体の変異や、薬剤耐性の獲得の可能性もあることから、

流行の閑期や初期、後期では、注意して検体を採取してください。 
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３ 全数把握疾患の病原体サーベイランス（全医療機関） 

（１）１類～４類感染症及び５類全数把握疾患の検体（表２、表３） 

① 全数把握疾患の病原体サーベイランスは、全ての医療機関が対象で

す。患者の発生届出に必要な検査であって、医療機関において可能な検

査は、医療機関で実施してください。医療機関で検査できない疾病が疑

われる場合は、研究所で検査の対応をしますので、最寄りの保健所に相

談してください。 

② 研究所では、疫学調査や感染拡大防止対策を目的として、発生届出の

あった患者検体や分離菌株等を検査し、病原体の解析をすることから、

医療機関へ検体等の提供依頼をします。医療機関で診断した場合や菌を

分離した場合も、患者検体や菌株の提供についてご協力ください。 

（２）分離菌株の収集 

医療機関や衛生検査所で検出された全数把握疾患の分離菌株は、研究所

で収集し、毒素遺伝子や毒素産生性、薬剤耐性遺伝子など詳細な解析を行

います。収集した菌株の一部は、国立健康危機管理研究機構において、全

国から収集された株との比較解析が行われ、全国的な疫学的解析及び評価

に使われます。 

表２のＢにある菌を分離した場合は、菌株の提供についてご協力くださ 

い。 

３ 全数把握疾患の病原体サーベイランス 

（１）検体の収集 

ア １類～４類感染症及び５類の全数把握疾患は、感染力の強い感

染症、重症度の高い感染症について発生患者の全数を把握するも

ので、全数把握疾患の病原体サーベイランスは、全ての医療機関

が対象となります。表２のＡに件数の多い全数把握疾患の採取検

体を示しました。これ以外の疾病は、表３にリストを示しました

（表３中、「※１全医療機関が対象とする疾患」を参照してくださ

い。）。医療機関において検査可能な疾病は、医療機関で実施し、

患者発生の届出を行ってください。医療機関で検査できない全数

把握疾病が疑われる場合は、研究所で検査対応しますので、最寄

りの保健所に相談してください。 

イ 研究所では病原体検査を行い、病原体を確認するほか、病原体 

の詳細な解析を実施します。このほか、患者の周囲の感染者等の

把握のための検査、その後の拡大防止のために、感染源・感染経

路の把握など環境中の病原体の検査も実施します。 

ウ 医療機関で診断した場合や菌を分離した場合についても、病原

体の詳細な解析を行う必要がありますので、患者検体や菌株の提

供についてご協力ください。 

（２）分離菌株の収集 

   医療機関や検査センターで細菌を分離して全数把握疾患の診断を

行い、届出した場合、分離菌株を研究所で収集して、毒素遺伝子や

毒素産生性、薬剤耐性遺伝子など詳細な解析を行います。一部は、

国立感染症研究所へ送付して全国から収集された株の解析を行い、

全国的な疫学的解析・評価に使われます。 

   表２のＢにある菌を分離した場合は、菌株の提供についてご協力

ください。 
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４ 重点サーベイランス疾患及びその他特別な事例（全医療機関） 

（１）麻しん・風しん 

「麻しんに関する特定感染症予防指針」（H19 年、厚生労働省告示第 442

号）に基づき、麻しんが疑われる症例は全て研究所でウイルス遺伝子検査

を行います。麻しんとの臨床鑑別が困難な症例の遺伝子検査も受け付けま

す。風しんも同様に対応します。 

抗体検査は医療機関で実施してください。 

（２）原因不明の感染症が疑われるなど特別な事例 

原因不明の感染症で公衆衛生上問題となる可能性がある以下のような

場合は、検査を受け付けます。患者に関する詳細な情報をお知らせくださ

い。なお、研究所で対応できない感染症や稀な検査については、国立健康

危機管理研究機構へ検査を依頼することがあります。 

 

 

５ 医療機関で実施が望まれる検査 

自施設や衛生検査所で実施可能な、診断や治療を目的とした検査は、医療

機関で実施してください。 

例）抗菌薬選択のための細菌の薬剤耐性検査は医療機関、患者届出後の薬

剤耐性遺伝子の確認等は研究所で実施 

４ 重点サーベイランス疾患とその他特別な事例 

以下の場合は、全ての医療機関が対象となります。 

（１）麻しん・風しん 

   麻しんに関する特定感染症予防指針（H19 年、厚生労働省告示第

442 号）に基づいて麻しん排除の取り組みを進めており、平成 27 年

３月に、ＷＨＯから日本は麻しんの排除状態にあるとの認定を受け

ました。今後も排除状態の維持のため、麻しんが疑われる症例につ

いては全数検査診断を進めていくこととされています。風しんも現

在同様な対応となっており、麻しんとの臨床鑑別が困難な症例につ

いても検査を受け付けています。 

（２）原因不明の感染症が疑われるなど特別な事例 

   原因不明の感染症で公衆衛生上問題となる可能性がある場合は検

査を受け付けます。詳細な情報をお知らせください。 

 

５ 医療機関で実施が望まれる検査 

民間検査機関や独自の検査機能を利用して実施できる個人の医療や

診断のための検査は医療機関で実施してください。 

  例・麻疹における抗体検査は医療機関で、迅速な判断が必要な PCR

法による検査は研究所で実施 

   ・抗菌薬選択のための細菌の薬剤耐性検査は医療機関で、耐性遺

伝子の確認等は研究所で実施  
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６ 検体採取における倫理的配慮 

  人を対象とする医学系研究に関する倫理指針が定められており、医学系研

究においては倫理的配慮が求められています。感染症法に基づく感染症発生

動向調査はこの適用外となっていますが、倫理指針と同等の倫理的配慮は必

要です。 

検体を採取する場合は、患者あるいはその保護者に対して口頭で説明し、

インフォームド・コンセントを受けてください。同意が得られた場合は、病

原体検査票の主治医による口頭確認の欄にチェックを入れるか、患者あるい

は保護者の署名を得てください。 

 

７ 検体の採取・運搬 

（１）検体用容器 

病原体サーベイランスで必要な輸送培地は保健所から医療機関へ提供

します。 

① ウイルス輸送用培地（液体） 

用途：咽頭ぬぐい液、眼結膜ぬぐい液等保存 

使用前保管：2℃～25℃ 

手元にない場合は、滅菌スピッツに入れた生理食塩水 1mL に浸し、

速やかに保健所へ連絡してください。 

② ウイルス検査用採便管（スクリューキャップ空容器） 

用途：便ウイルス検査検体保存 

使用前保管：室温 

手元にない場合は、滅菌スピッツや蓋つきカップを代用してくださ

い。 

③ 細菌輸送用培地（シードスワブ、フロックスワブ） 

用途：咽頭ぬぐい液等保存 

使用前保管：冷暗所又は室温 

④ 細菌検査用採便管（キャリーブレア培地） 

用途：便細菌検査検体保存 

使用前保管：冷暗所又は室温 

⑤ 滅菌スピッツ管 

用途：便髄液、尿、血清、痂皮等保存 

使用前保管：冷暗所又は室温 

医療機関で使用しているもので、検査可能です。 

⑥ EDTA 入り採血管 

医療機関で使用しているもので、検査可能です。 

６ 検体採取における倫理的配慮 

  人を対象とする医学系研究に関する倫理指針が定められており、医

学系研究においては倫理的配慮が求められています。感染症法に基づ

く感染症発生動向調査はこの適用外となっていますが、倫理指針と同

等の倫理的配慮は必要です。 

感染症発生動向調査に基づく検体を採取する場合は、患者あるいは 

その保護者に対して口頭で説明し、インフォームド・コンセントを受

けてください。その旨、病原体検査票の主治医による口頭確認の欄に

チェックを入れるか、患者あるいは保護者の署名を得てください。 

 

７ 検体の採取方法と運搬方法 

（１）検体用培地・容器の種類と保存方法 

   以下に、検体用の容器を示しました。用途に従って、使用してく

ださい。 

  なお、手元に無く、急ぐ場合は、他のもので代用してください。 

ア ウイルス輸送用培地 

    咽頭ぬぐい液等のウイルス検査用に使用する。ウイルス科から

保健所を通して供給します。 

    無い場合は、空のスピッツ等に綿棒を入れて、乾燥しないよう、

1ml 以下の生理食塩水を入れてください。その場合は、保存でき

ないので速やかに保健所に連絡してください。 

    ・未使用培地の保存方法：-10℃～-20℃冷凍  使用期限：1

年半 

イ ウイルス検査用採便管 

培地が入っていない、空の採便容器を使用してください。ウイ

ルス科から保健所を通して供給します。適当な容器が無ければ、

蓋のできるカップやスピッツでも結構です。 

ウ 細菌輸送用培地 

    咽頭ぬぐい液等の細菌検査用に使用する。細菌科から保健所を

通して供給します。 

    シードスワブ  ・未使用時の保存方法：冷暗所又は室温 

            ・使用期限：1 年 8 ヶ月 

    コレクトスワブ・未使用時の保存方法：冷暗所又は室温 

           ・使用期限：3 年 

エ 細菌検査用採便管 

キャリーブレア培地入りの採便容器を使用してください。病院 
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（２）検体の種類と採取・保存方法 

検体の種類と採取および保存については、表４を参照してください。 

（３）検体採取時期 

急性期（概ね発症後 5日以内）の患者検体が病原体の検出には最適です。

慢性化に伴い、起因病原体が減少し、病原体の検出が困難となります。 

細菌検査では、抗生物質による治療の開始前に検体を採取してくださ

い。 

投薬後、治癒が遅延する場合や、再発した場合は、二次感染や、薬剤耐

性株の出現が疑われるので、状況を感染症検査票に記入して、検査依頼し

てください。 

（４）病原体検査票 

検体の提出の際は、病原体検査票に診断名、臨床的事項、検体採取につ

いてインフォームドコンセントを受けたチェック等を記入して提出して

ください。 

（５）検体の収集及び搬送 

① 自動車による収集・運搬 

検体の収集及び運搬は、保健所又は研究所が行います。自動車による

運搬の際も、病原体が含まれる可能性のある臨床検体の外部への漏出を

防ぐため、WHO「感染性物質の輸送規則に関するガイダンス 2013-2014」

の UN3373 に準じて、基本３重包装を行います。 

［WHO 感染性物質の輸送規則に関するガイダンス 2013-2014］ 

https://iris.who.int/bitstream/handle/10665/78075/WHO_HSE_G 

CR_2012.12_jpn.pdf?sequence=3 

② 運送事業者による送付 

検体を運送事業者により送付する場合は、「感染性物資の輸送規則に

関するガイダンス 2013-2014」の UN3373 に従って包装し、日本郵便株

式会社の「ゆうパック」によりチルドで送付してください。「ゆうパッ

ク」を利用する場合は包装責任者の選定等、ゆうパックの利用に係る留

意事項に留意してください。容器が無い場合は、最寄りの保健所あるい

は研究所あて相談してください。日本郵便以外の運送事業者は条件によ

り、病原体や臨床検体の輸送を受け付けないことがあります。 

で使用しているものでも可能です。 

    ・未使用時の保存方法：冷暗所又は室温 

      ・使用期限：1 年 8 ヶ月 

オ 滅菌スピッツ管 

髄液、尿、血清、痂皮などを採取・保存します。病院で使用し

ているものでも可能です。 

   カ EDTA 入り採血管 

全血を検体とする場合に使用します。病院で使用しているもので 

も可能です。 

（２）検体の種類と検体採取の方法 

   検体の採取方法は、表４を参照してください。 

（３）検体の採取時期 

   急性期（概ね発症後 5 日以内）の患者検体が病原体の検出には最 

適です。慢性化してくると、二次感染による修飾や、起因病原体の

数の減少により、病原体の検出が困難となります。 

   また、抗生物質による治療後は、細菌の検出が困難となりますの

で、治療開始前に検体を採取してください。 

   投薬後、治癒が遅延する場合や、再発した場合は、二次感染や、

薬剤耐性株の出現が疑われるので、状況を感染症検査票に記入して、

検査依頼してください。 

（４）病原体検査票 

   検体の提出の際は、病原体検査票に診断名、臨床的事項等を記入

し、検体とともに提出してください。患者あるいは保護者からイン

フォームドコンセントを受けた後、確認欄にチェックを入れてくだ

さい。 

（５）検体の収集・搬送方法 

   検体の収集・運搬は、以下のとおりとし、検体とともに、病原体

検査票を添付してください。 

ア 自動車による収集・運搬 

    検体の収集・運搬は、保健所あるいは研究所が行います。自動

車による運搬の際も、病原体が含まれる可能性のある臨床検体の

外部への漏出を防ぐため、WHO「感染性物質の輸送規則に関するガ

イダンス 2013-2014」（日本語版） 

（ http://www.nih.go.jp/niid/ja/from-biosafe/706-out/4032-w

hoguidance-transport13-14.html）の UN3373 に準じて、基本３重

包装を行います。 
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８ 検査結果と検体の取扱い 

① 研究所は、検査結果について検体を提供した医療機関と保健所及びサー

ベイランス委員長に対して、検査結果を通知します。 

② 研究所において検出された病原体の情報は、国立健康危機管理研究機構

感染症疫学センターに報告します。全数把握疾患の患者届出情報と病原体

情報はリンク付けされます。 

③ 患者個別の検査結果は、個人情報保護の観点から上記①及び②を除き、

情報提供しません。 

④ 検査に用いた残余検体は、遡り調査等に備えるため３ヶ月から数年間、

研究所で保管します。病原体の分離株は、長期間冷凍保存します。一部の

分離株や検体は、国立健康危機管理研究機構に提供し、詳細な解析に利用

されることがあります。 

⑤ 患者症状等から追加すべき検査の要望があれば、保健所に連絡してくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

イ 郵送 

  郵送する場合は、感染性物資の輸送規則に関するガイダンス

2013-2014 の UN3373 に従って包装し、日本郵便株式会社の「ゆう

パック」によりチルドで郵送してください。容器が無い場合は、

最寄りの保健所あるいは研究所あて相談してください。クロネコ

ヤマトの宅急便等、日本郵便の「ゆうパック」以外の宅配便は病

原体や臨床検体の輸送は受け付けないことがあります。 

 

８ 検査結果と検体の取扱い 

検査結果は、以下のとおり検体提供機関に対して返送し、関係機関

への情報提供を行います。なお、病原体の種類、変異、性状、採取時

期、検体の状態などから、陰性となる場合もあるのでご了承ください。  

なお、更に追加の検査の要望があれば、保健所に連絡してください。 

研究所で検査対応できない感染症や検査については、国立感染症研究

所へ検査を依頼することがあります。特に、一類感染症は全て国立感

染症研究所での検査対応となりますが、他の感染症でも稀なものが疑

われた場合は、国立感染症研究所へ依頼することとなります。 

 ① 研究所は、検査結果について検体を提供した医療機関と保健所及 

びサーベイランス委員長（健康対策課長）に対して、検査結果を通 

知します。 

② 研究所において検出されたウイルス及び細菌の情報については、

病 原 体 検 出 情 報 と し て NESID （ National Epidemiological 

Surveillance of Infectious Diseases)の病原体検出情報システム

に入力し、国立感染症研究所感染症疫学センターに報告します。な

お、医療機関から届出された全数把握疾患の届出情報と研究所で得

られた病原体情報はリンク付けされます。 

③ 検査結果については、個人情報保護の観点から検体を提供した病

原体定点及び保健所を除く機関には情報は提供しません。 

④ 病原体の検出情報は、県の感染症対策・薬務課から出される感染

症週報に添付、あるいは、月別の病原体検出情報として、研究所の

ホームページ上で提供します。 

⑤ 国立感染症研究所の感染症疫学センターのホームページで、全国

の患者情報の週報 IDWR や病原体検出情報 IASR を閲覧することがで

きます。 (http://www.nih.go.jp/niid/ja/from-idsc.html) 
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９ 検査情報の還元 

① 研究所で実施した病原体の検出情報は、県の感染症対策・薬務課が公表 

する感染症週報や研究所のホームページで情報提供します。 

② 国立健康危機管理研究機構に報告した情報は、全国の患者及び病原体情 

報に集計され、感染症発生動向調査週報（IDWR）及び病原微生物検出情報

（IASR）として情報提供されます。 

［感染症発生動向調査週報（IDWR）］ 

https://id-info.jihs.go.jp/surveillance/idwr/index.html 

［病原微生物検出情報（IASR）］ 

https://id-info.jihs.go.jp/surveillance/iasr/index.html 
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表１ 定点把握疾患の病原体サーベイランス 

【2025 年４月 7日 第５版】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 定点把握疾患の病原体サーベイランス 

【2021 年４月１日 第４版】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新 旧 

表２ 全数把握疾患の病原体サーベイランスとその他特別な事例  
【2025 年４月 7日 第５版】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 全数把握疾患の病原体サーベイランスとその他特別な事例  
【2021 年４月１日 第４版】 
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表３ 病原体検査の対象疾病リスト     【2025 年４月 7日  第５版】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 病原体検査の対象疾病リスト     【2021 年４月１日  第４版】 
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表４ 検体の採取方法           【2025 年４月７日  第５版】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ 検体の採取方法           【2021 年４月１日  第４版】 

 

 

 



別記様式  保健所コード　　 保健所登録全数報告ID 衛研受付番号（検体提供者番号）

　　一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症、新型インフルエンザ等感染症及び指定感染症検査票 （病原体）
  性     別 検体の提供に関する同意【必須】（Aのチェック又はBの記入による）

  年     齢  A
主治医による口頭確認

　氏　　名

[主治医等記載欄]

 医療機関等名及び *インフルエンザ迅速キット使用（無、有：メーカー名[ ]：[陰性、陽性、保留]）

 主治医等医師名 　*抗インフルエンザ薬投与（無、有：薬剤名[ ]
　（記載者） 投与開始日　　　　　年　　　月　　　日[予防投与、治療投与]）

　検査材料送付日 　　　　　　年　　    月　  　　日 分離株（　無、　有、　検査中）  ・ロタ （　＋　/　-　）　　・アデノ （　＋　/　-　）　　　・RS　（　＋　/　-　）　　・A群β溶連菌 （　＋　/　-　）

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 発    病     日 　　　　　　年　      月　　　　日 [保健所等記載欄]（主治医記載可）

検 採   取    日 　　　　　　年　      月　　　　日 ・散発 ・地域流行 ・家族内発生　（ 無、  有 ） 

・ふん便（腸内容物、直腸ぬぐい液） ・髄液 ・尿 発 生 の 状 況 ・集団発生　　（ 無、　有 ）　　・発生市区町村（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

査 材 料 の 種 類 ・吐物　　・喀痰  　・気管吸引液 ・穿刺液(腹水、胸水、関節液、その他[   　　　　　   　])   有の場合（保育所、幼稚園、小学校、中学校、高校、大学、宿舎・寮、病院、

［該当するもの一つを ・咽頭ぬぐい液（うがい液、鼻汁） ・皮膚病巣（水疱内容、痂皮、創傷） 老人ホーム[介護施設を含む]、福祉・養護施設、旅館・ホテル、飲食店、

材 ○で囲んで下さい］ ・結膜ぬぐい液（結膜擦過物、眼脂） ・陰部尿道頸管擦過物／分泌物 事業所、海外ツアー、国内ツアー、その他[　　　　　　　　　　　　　   　　   　　]）

・細胞診、生検、剖検材料（臓器  　 　        　　　                ）  最近の海外渡航歴 国名

料 ・血液（全血、血清、血漿、抗凝固剤[　　　　       　　     　　　]） 期間    　　　     年    　　　月 　　　   日 　　   ～  　　    　  年   　　　 月   　　　 日

・その他 （     　  　 　　   　                 　　　　　                               ） 　ワクチン接種歴 （無、　有、　不明） 最終接種年月日　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　年      　　月     　日

臨 ・無症状 ・胃腸炎(下痢、血便、嘔気、嘔吐、腹痛)

・頭痛　　　・発熱（最高             ℃）　 ・角膜炎、結膜炎、角結膜炎 ワクチン名

 臨 床 症 状・ ・熱性けいれん　・関節痛（関節炎）、筋肉痛 ・髄膜炎、意識障害、麻痺(部位　 　　　　　   　)、

床  徴  候    等 ・口内炎　　・上気道炎（咽頭炎/痛、扁桃炎） 　中枢神経系症状（脳炎、脳症、脊髄炎、 [主治医等から地方衛生研究所への連絡事項]

［該当するもの全てを ・下気道炎（肺炎、気管支炎）    その他[             　　　　              ]）

 ○で囲んで下さい］ ・水疱　　・発疹（丘疹、紅斑、バラ疹） ・循環器障害（心筋炎、心膜炎、心不全）

的 （基礎疾患を除く） ・出血傾向※全身性のもの ・黄疸 ・肝機能障害

・リンパ節腫脹(部位     　      )、唾液腺腫脹、・腎機能障害

  浮腫(部位　                 　　)   （HUS、血尿、乏尿、蛋白尿、 多尿、腎不全）

事 ・ショック症状（低血圧、循環不全） ・尿路生殖器症状 [その他特記事項]

・その他の症状（上記以外の症状や臨床徴候） 　（膀胱炎、尿道炎、外陰炎、頸管炎）

項 [ ]

基 礎 疾 患

・経過観察中　・軽快　・治癒　　・後遺症有り（　　　　　　　　　　　　　）　　　

　　転　　　　帰 ・死亡（死亡日　　　　　　　　　　　　原因　　　      　　　　　　　　　） 注２）主治医記載欄については、検体送付日において記載できる範囲で記載をお願いします。

注３）ワクチン接種歴については、当該疾患に係るものにつき記載して下さい。
注４）医療機関（民間検査所を含む）で病原体を分離した場合は、地方衛生研究所への分離株の送付をお願いします。

[地方衛生研究所記載欄]

　　　□　

 診    断     名
 ・マイコプラズマ （　＋　/　-　）　　・メタニューモ （　＋　/　-　）

注１）患者の氏名及び住所欄については、感染症法第16条の3、第26条の3、第26条の4、第44条の7及び第50条に
基づく一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症又は新感染症に係る検査の場合に記載をお願いします。

・入院期間（　    年 　　月 　 日  ～　 　　 年　　 月 　  日）

注５）全自動遺伝子解析装置等を設置しており、同装置にて検査を行った場合は、得られた結果を「主治医から地方衛
生研究所への連絡事項」に記載をお願いします。

迅
速
検
査

  ・急性呼吸器感染症定点
  ・小児科定点　　　・内科定点
  ・眼科定点   　　　・性感染症定点
  ・基幹定点

・診断に関連する検査所見等

□　入院の場
合にチェック

（Lot No.　　　　　　　　　　　　　　　　　）

患
者

定点医療機関の場合は該当するもの
を
○で囲んでください

  住　　所

 B　検体提供者
の承諾に係る署名
（または保護者）

署名
         　 歳  　        ヵ月

   男  　　・　 　  女  外来・入院の別



項目・担当 　培養・抗原・遺伝子 ・抗体

項目・担当 　培養・抗原・遺伝子 ・抗体

項目・担当 　培養・抗原・遺伝子 ・抗体

 抗体検出  方法 （蛍光、　IP、　ELISA、　CF、　HI、　PA、　中和、　イムノブロット、　ゲル内沈降、　凝集反応、

　その他[　　　　                 　　　　　　　　　　　　]）

　　　  　結果 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

検査開始年月日 　　　　　　　　年　　       月　　　　　　日 検 出 年 月 日 　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

検　出　方　法 ・分離培養  （培養細胞：細胞名/ 継代数[         　　　　　 　　                       ]）

［陽性となった方法を
              人工培地、 発育鶏卵、 動物、 その他[              　　　　　　     　　　        ])

　○で囲んで下さい］
・抗原検出（蛍光、　EIA、　RPHA、　LA、　　PA、　　IC[イムノクロマト]、　　その他[　　　　　　   ]）

・遺伝子検出

　1.非増幅（ハイブリ、　　PAGE、　　その他[              　　　　　         ] ）

　2.増幅（PCR　　、PCR+ハイブリ　　、PCR+シークエンス　　、LAMP、　　その他[           　       ]）

・電顕　　・鏡検 

　入力　　　　　　　：　　　　　　　　年　　       月　　　　　　日 担当

　修正・追加　　　：　　　　　　　　年　　       月　　　　　　日 担当

[その他特記事項]

検査データ確認

検査部門管理者

病
原
体
検
出

　

　検査担当者名

　　NESID

検 出 病 原 体
(群、型、亜型)


